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Abstract

This study will focus on the film industry to determine the impact of government 
regulations and self-regulation by industry associations on the operators in light of the spread 
of COVID-19. Films can be viewed at home and other locations, and are not necessarily only 
available at movie theaters. However, due to the structure of the film industry, it was 
customary for new films to be viewed only in theaters. However, the spread of COVID-19 
has had a significant impact on the film industry. Many theatres were forced to temporarily 
close their doors and were unable to show new releases. Some companies, like Disney, have 
decided to focus on video streaming. At the same time, there were some new developments, 
such as the movie theater industry's agreement with movie companies to share a portion of 
the profits from video distribution. As a result, it can be said that the film industry has been 
forced to change the framework in which movie theaters have been the main and auxiliary 
users of video distribution. This was not only a result of changes in the natural environment, 
but also the impact of government regulations and self-regulation by industry associations.

本研究は映画産業を研究の対象とし、COVID-19 の感染拡大を踏まえた政府による規制なら
びに業界団体による自主規制が事業者にどのような影響を与えたかを明らかにする。映画は自
宅などでも視聴することができるため、必ずしも映画館の上映でなければ鑑賞できないわけで
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はない。しかし、映画産業の構造上、新作は映画館でしか鑑賞することができないことが通例
であった。しかし、COVID-19 の感染拡大は映画業界にも大きな影響を与えた。多くの映画館
が一時的な閉鎖を余儀なくされ、新作を上映することはできなくなった。各映画会社は新作映
画の上映を延期するか、動画配信などで上映するかの選択を迫られた。Disney 社のように、
今度は動画配信を主体とすることとした企業も出てきた。一方で、映画館業界が映画会社との
間に動画配信の利益の一部を配分される契約を結ぶなど、新たな動きもあった。結果として、
映画業界は映画館を主体とし、補助的に動画配信を利用してきた枠組みを変えざるをえなく
なったと言える。これは、単なる自然環境の変化だけではなく、政府の規制ならびに業界団体
の自主規制の影響があったと言える。

1．はじめに

COVID-19 と呼ばれる新型コロナウイルス感染症の感染拡大は、「人が集まること」や外出
の抑制に繋がることから、交通機関や飲食業などを含めあらゆる産業に影響を与えていると言
える。これは映画などポップカルチャーに関わる産業でも同様であり、制作の現場から映画館
まで、あらゆるプロセスが影響を受けている。これまでは人の密集するスタジオ内で作品が制
作され、イベントはある場所に集客することによって成立していたが、今では環境に対応した
変化が求められている。このように、「人が集まることができる」ことが前提条件となってい
たさまざまな産業が、その形を大きく変化せざるを得ない市場環境となっている。
これはほぼ全てが負の影響として説明されることが多い。しかし一方で通信販売や映像の動
画配信、在宅勤務の普及に関連した商品など、需要が増加した分野もある。Uber EATS に代
表される飲食物の配達などが大きな市場となり、これに併せて使い捨て容器の需要が高まるな
ど、隠れた市場開拓も広がっている。
本稿ではこのような環境を踏まえ、映画産業に焦点をあてその変化について考察する。

2．映画産業の特性

映像に焦点を当てた場合、その多くが家庭で視聴されていることは大きな特徴の一つである。
ただし、映画は主に新作を映画館で見ることが一般化しており、映像に関わる産業の中でも特
殊な性格を持つ。映画以外に自宅外で目にする映像は街頭や交通機関内での広告映像や博物館
等での映像などであり、これらは映像の視聴が主目的ではなく、映画と同列に考えることは難
しいと言える。また、現代ではスマートフォンを活用してどこでも映像を視聴することも可能
であるが、これは個人から数人での視聴であり、自宅での映像視聴と同様の視聴を他の場所で
行っているという点で、映画館と同じであるとは言えない。また、近年普及しているプロジェ
クションマッピングは大人数で集まって視聴するという点では映画に近いが、その多くは無料
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であり、観光地等でのコンテンツの一つとしての活用が多い。このように、映画館だけは「な
んらかの映像を視聴することを主目的に消費者が利用する。」という点で映像産業全体の中で
も特別であり、他とは違う特性を持つといえる。
映像の視聴は、「作品を楽しむ」という視点でどのように満足度を高めるかという点から消
費者はその方法を選択する。その基準の一つは利便性であり、消費者が動画配信や放送された
番組を録画しての視聴など、利便性の高い方法を選択することは生活に合わせることができ、
満足度を高めることに繋がる。しかし、実際にはこの選択は合理的ではあるが、これだけを基
準としているわけではない。録画ではなくテレビ放送をそのまま視聴することで、その感想な
どを SNS やメッセージ等を介して友人や他の人々と同じ楽しみで共有するなど、自由度は下
がるものの代わりの楽しみの魅力がそれを上回っている場合に選択される場合もある。映画館
の場合、他の方法ではまだ視聴できない新作が上映されることはその魅力の一つである。また、
外出して家族や友人と映画館を利用することも非日常性を得られるという点で魅力である。も
ちろん、大型のスクリーンや音響など、家庭では再現が難しい設備上の魅力もある。
このように、満足度という点で考えると、映像というエンタテインメントはより良い環境で
の視聴や「誰と見るか」「どうやって見るか」など、他の要素も大きく関わると言える。その
ため、利便性は重要な要素であり、それで視聴方法を決めるケースもあるものの、映画館は他
の要素も含めた際に利便性を超えた満足度の向上を提供することで、市場での競争に参加して
きたと言える。

3．COVID-19 の感染拡大がもたらした映画館の環境変化

しかし、映画館を取り巻く市場環境はCOVID-19 の感染拡大で外出の抑制や密集度の点から
その利用を懸念されたことで大きく変化し、一時的には世界的にサービスの提供がほぼ停止す
る事態に至った。
2019 年 12 月に中華人民共和国湖北省武漢市で検出されたCOVID-19 は、その後世界各地で
も検出され、感染が拡大している。その深刻な影響から各国は対策を迫られており、程度に差
はあるものの対応策として人々の身体的接触を避け社会的距離に配慮した行動となるようさま
ざまな規制が行われている。これは 2020 年 11 月現在においても人々のライフスタイルに大き
な影響を与えており、ワクチンの開発などの医学的な解決手段が提供されるまでこの状況が続
くと考えられる。このような公衆衛生上の安全策について「ソーシャル・ディスタンス（Social 
Distance）」「ソーシャル・ディスタンシング（Social Distancing）」「フィジカル・ディスタン
ス（Physical Distance）」などの用語が使われているが、「いずれも人と人の間に十分な距離を
保つ」という意味合いで使われている。ⅰ

日本では、2020 年 2 月 26 日開催の第 14 回新型コロナウイルス感染症対策本部において、安
倍晋三総理大臣より「多数の方が集まるような全国的なスポーツ、文化イベント等については、
大規模な感染リスクがあることを勘案し、今後 2週間は、中止、延期又は規模縮小等の対応を
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要請」ⅱと発言があり、以降映画館の休館が広がった。同年 3月 25 日の東京都による週末の外
出自粛要請ⅲにより、首都圏での映画館の多くが週末は休館となった。4月 7 日には改正新型
インフルエンザ等対策特別措置法第 32 条第 1 項の規定に基づき、埼玉県、千葉県、東京都、
神奈川県、大阪府、兵庫県、及び福岡県の 7都府県を対象、緊急事態宣言が発出ⅳされ、その
期間は 5月 6 日までとされた。この緊急事態宣言は 4月 16 日に全都道府県が対象となり、こ
れまで指定されていた 7都道府県に北海道、茨城県、石川県、岐阜県、愛知県及び京都府の 6
府県を加えた 13 都道府県が特定警戒都道府県に指定された。5月 4日には緊急事態宣言が 5月
31 日までの延長となったⅴが、映画館の休業は 5月末から徐々に終了し、6月以降は多くの映
画館が再開することとなった。
しかし、この再開は当初は客席での飲食の禁止や利用できる客席数が総座席数の 50%とさ
れるなど、感染予防対策を必要とするため多くの制限を伴うものであった。この制約は映画館
等を主たる構成員とする全国の各都道府県の生活衛生同業組合等の全国団体である全国興行生
活衛生同業組合連合会によるガイドラインⅵを根拠としている。9月 19 日からは食事等を伴わ
ない場合に限り全ての座席の販売が可能になるなど、徐々に緩和されている。
映画館にとっては、鑑賞中の飲料と食事は大きな収益源であり、収容率を 100%として飲食
を禁止するか、収容率 50%としてこれを販売するかの選択を迫られることとなった。
このように、映画館は会議においても具体的な事例としては指摘されなかったとはいえ、映
画館は政府による自粛要請と業界団体のガイドラインにより、必ずしも強制力を伴うものでは
ないが、その営業自粛が強く要請された結果その営業が強く規制されたと言える。とはいえ、
この自粛要請に従わなかったとしても営業上の利益を生み出せたかは疑問がある。それは、映
画館は他の媒体では鑑賞できない新作を上映するという利点を持っているが、そもそも同時期
は営業を続ける映画館が極めて少なかったためそもそも新作が公開されず、映画館も休業を選
択せざるを得ない状況であったと言える。

3.1．映画制作への影響
映画制作においても、COVID-19 の影響は大きな影を起こしている。実写作品の場合は移動
と撮影についてさまざまな影響があったと言える。CGやアニメーション映画の場合は、海外
に発注されている部分も多く、これらの資料やデータの受け渡しは全てがインターネット上で
可能なわけではない。映画制作に全般に関わる編集や音響制作など、密室や密集した労働環境
で行われているものも少なくないため、やはり大きな影響を受ける。特に日本の映画制作にお
いては大部屋主義的な作業環境であることが多く、急激なCOVID-19 の感染拡大により、作業
が中断されたまま再開が難しいケースもあった。このように、制作自体の遅延は制作費の増加
や制作に関わるスタッフの契約期間など、さまざまな問題を引き起こす。ただし、公開の延期
の決断は後述のように必ずしも制作の遅れであるとは限らないが、マーケティング上の理由で
あった場合にそれを明示しない場合もあり、必ずしも明らかになっているわけではないという
点も重要である。
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3.2．宣伝への影響
映画を上映し、興行収入を得るためには事前の宣伝が欠かせない。これらは街頭看板やラジ
オ・テレビやインターネットの他、映画館内外でのポスター掲示や上映前の予告編映像などさ
まざまな形で実施される。抽選方式による試写会の開催や、時には宣伝のためのイベントの開
催など多様な手法が用いられる。宣伝は制作中の段階から行われるが、上映初週の観覧者数が
人気の指標となるため、宣伝の大半はこのタイミングを狙って集中的に行われる。
しかし、COVID-19 の影響下では、宣伝のためのイベントなどの開催は大人数が集まり、密

度が高まることから開催が難しい。開催が可能な場合でも行列の管理や会場内入場人数の調整
など、コストがかかるさまざまな対策が必要となる。外出の規制は街頭の看板に影響し、映画
館の休館や収容率規制は予告編や館内広告の効果に影響する。そもそも、映画の上映日程が定
まっていない場合、集中的な宣伝時期の設定ができないという問題もある。
映画の宣伝の中には、主題歌を歌うアーティストの音楽でのコンサート・ライブや、原作と
なっているアニメや小説、ゲームなどに関連したイベントなどでの宣伝も難しい。このように、
これまで大規模であることが望ましいと捉えられてきたあらゆる形でのイベントの開催が難し
くなっている。このように、これまで「人が集まることができる」ことを前提条件としていた
ことが崩れたことにより、大きな変化をもたらすこととなった。
特に、映画館周辺での宣伝は大きな影響を受けた。通常映画館では、映画上映の際に自館で
上映予定の他の映画の宣伝を行う。また、映画館の外などの壁面や掲示場所を利用して、掲示
や資料配布などで同様の宣伝を行う。このように、映画館は単に映画を上映するだけではなく、
新たな宣伝の媒体の一つとしても機能している。しかし、ここには「宣伝した映画をここで上
映する」という一種の大前提があり、そのため映画会社等は映画館に対して広告料金を支払う
ことがないことが通例である。
しかし、新型コロナ感染症の影響は、上映予定であった作品が上映できなくなるリスクを含
めた上映の延期を引き起こすこととなり、この関係性が成立しなくなったと言える。その他の
宣伝も難しくなっている。ラジオ・テレビや新聞雑誌などの媒体はそのままであるものの、屋
外広告などは大きく規制される。映画については公開時に新聞で大きく扱われるが、動画配信
等ではそれは望めず、認知度を上げることが難しくなる。
そのため、宣伝の手段はテレビやスマートフォンなど、個人が視聴するメディア媒体が主体
となる。画像や動画による SNS への広告の掲載が顕著となった。これらは広告の閲覧回数な
どを数量的に把握できるという利点がある。

3.3．映画館での上映から動画配信サービスへの移行と利便性
映画館での上映が見込めなくなることを踏まえて、動画配信サービスへの配信へと変更する
企業も出てきている。2020 年 8 月 4 日、ウォルト・ディズニー・カンパニーは、系列子会社の
ウォルト・ディズニー・ピクチャーズが制作する映画 ”Mulan”（邦題「ムーラン」）について、
ほとんどの国において映画館での上映ではなく同社の動画配信サービス ”Disney+” による配信
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に切り替えた。ⅶただし、当時一部の地域では映画館が再開していたため、全てを動画配信と
したわけではないが、中国を除き実際に上映を検討されることはほとんど検討されなかった。
しかし、同作品はこれまで映画館で今後の上映作品として宣伝が行われていたことから、映画
館経営者やそれらによって構成される業界団体からは大きな反発を招いた。ⅷ一方で、ウォルト・
ディズニー・カンパニーは公開を延期したままでは収益が上がらないため「将来的な上映と引
き換えの館内広告」という条件を破棄せざるを得なかったとも言える。
映画の上映が映画館から動画配信に切り替わることは、利便性という点では向上することと
なる。本来、「作品を視聴する」という視点だけであれば、消費者にとって利便性の高い方法
を選択することで満足度を高めることに繋がる。しかし、消費者はただ映像を視聴すればよい
のではなく、他の要素が大きく関わることとなる。映画館であれば大型スクリーンや音響など
設備面での充実度がある。また、大人数での視聴など幅広い楽しみもあり得るため、必ずしも
自宅等での視聴は最適であるとは言えない。このように、実際にはよりよい環境であるか、「誰
と見るか」「どうやって見るか」など、他の要素も大きく関わるため、便利に視聴できるとい
う利便性は、満足度の向上への寄与には必ずしも強い影響力を持ち得ない。むしろ、映画館と
自宅での視聴はいわば使い分けられており、映画館は余暇としてはより可処分時間を多く使う
ことになり、外食やショッピングなどとの組合せも踏まえると非日常性が高い。もちろん、自
宅であっても中食やネットを経由したショッピングなどを組み合わせることは可能であるが、
それは機能面では同列に考えられうるが、大きな差があると言って良い。
もちろんこれは作品の制作にも関わってくる。映画の大きなスクリーンで視聴することを目
的として制作された映画は家庭用の画面に適しているとは言えない。この差異は字幕のサイズ
などに顕著に現れる。ただし多くの作品は将来的な動画配信やパッケージ販売を想定して作品
を制作し、それぞれ調整されていることが多く、この問題が常に発生しているともいえない。

4．感染拡大に対応した代替手段としてのテレワークやインターネットを利用
　 した制作・消費環境の変化

COVID-19 の感染拡大により外出の自粛・制限が浸透した結果、制作においてはテレワーク
が導入され、そして映画館での上映に代わり動画配信などが用いられている。また、宣伝もス
マートフォンなど個人が利用するメディアに集中化していると言って良い。これは、現代の生
活環境はコンピュータの利用が一般化し、インターネット環境が整備され、これらを自由に使
うことができる環境であることが挙げられる。ただし、制作環境としては特別な機能・環境が
求められる場合もあるのでこれで十分であるとは言えない。一般的には高速なコンピュータ・
高価な開発環境ソフトウェアなどの高度な環境が整備されているわけではなく、一時的に開発
が滞る事態も発生し、開発機材を自宅に持ち帰ることを許可することでテレワークを導入した
企業などもあった。
一方、消費者側の環境はより導入が容易な環境にある。スマートフォンの普及により動画配
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信などの視聴環境は既に整備されている。ただし、携帯電話会社との契約上データ通信に上限
が設定されているため、大量の動画を閲覧することでこれらの上限に達してしまうなどのケー
スもあった。特に、大学などの教育機関での遠隔教育が急速に導入されたことから契約上限に
達する可能性が高まったため、携帯電話会社はデータ通信量の軽減などの臨時のサービスを提
供した。そのため、「コンサート等のイベントに参加する代わりに動画を視聴する」などの環
境は既に普及しており、これらを活用することは容易であった。
特に米国では動画配信サービスの普及によりビデオやDVD、Blue-lay Disc をレンタルする

店舗は急速に減少し、これは日本の場合も同様であると言って良い。そもそも動画配信サービ
スの普及は進んでいたが、COVID-19 により動画配信サービスの普及はさらに加速したと言え
る。

5．消費環境における代替手段とその限界

動画配信サービスは自宅等での鑑賞という点に限ると、レンタルビデオ等の代替としては破
壊的なイノベーションを持つサービスである。しかし、これを映画館の代替となりうるかとい
うと、これは疑問である。
映画館は映画の鑑賞を目的としているものの、実際にはそれだけが目的ではない。人を集め
ることによって成立しているさまざまなイベントは、実際には旅行や観光とも言える行動と密
接に結びつくことで多方面の楽しみを提供しており、映画館での鑑賞もこれに準じていると言
える。映画館への移動、食事などは、必ずしも必要ではないが、実際に映画館を利用する消費
者にとって楽しみとなる観光行動である。これはイベントに参加するなどの観光行動でも同様
であり、移動や食事に加え、宿泊や周辺の観光地への散策などが楽しまれる。これらも本来必
須ではないが、実際には多く楽しまれることの多い観光行動もある。これらの観光における付
帯要素を省くことは、必ずしも満足度を向上させるとは限らない。映画館の代わりに動画配信
サービスを利用することで移動の必要性がなくなることは、その付帯的な観光行動の選択肢が
狭まることでもある。
もちろん、「コンテンツを楽しむ」という点においては、利便性が高く、楽しむことができ

る視聴形態であれば満足度は高まるはずである。しかし、作品の鑑賞だけではなく、映画鑑賞
のための映画館への訪問を含めた一つの観光行動として捉えることでより幅広い楽しみ方が行
われていることが把握できる。この点から、「人々はどのように映画などの鑑賞において、ど
のような行動を取り、その全体を楽しんでいるのか」という点からの検討が必要となる。

6．作品の楽しみ方と代替手段

確かに、ある作品を楽しむ際、書籍であれば「読む」、音楽であれば「聞く」、映像作品であ
れば「視聴する」など、場所を問わずに楽しむことができる。しかし、実際には消費者はさま
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ざまな形態を利用している。
映画館は大型スクリーンと音響設備が整った環境での視聴を可能にする。映画は最初に映画
館で放映されることが多いことから、ある作品を早く視聴したいという場合には他の選択肢が
存在しない場合が多い。しかし、過去の作品を再び映画館で上映することも行われており、こ
のような視聴環境の選択肢から選ばれているケースも多い。
特に、「応援上映」などと呼ばれる、映画の鑑賞中に掛け声をあげるなどして他の観客と一

緒に楽しむなどの方法も普及しつつあり、新しい楽しみ方となっている。
また、人気のコンサート等の会場キャパシティの問題を解決する手段の一つとして、ライブ
ビューイング会場として用いられることも多く、このような楽しみ方は普及している。しかし、
COVID-19 の感染拡大下においてこのような映画館の活用方法は難しくなった。ⅸこのような
場合にどのような代替手段があるであろうか。
確かに映像は動画配信として自宅で視聴できるようにして作品自体を視聴することはでき
る。しかし、会場の一体感を味わうような楽しみ方は難しい。そうなると、「映像を視聴する」
という点では目的は達成されるものの、全体的な目的は達成されないといってよいであろう。
これは、コンサートなどでも同様であり、「人が集まる」ことで楽しみが広がることは間違い
なく、これを収束までの間、どのような形で今後代替してゆくのかは大きな課題となっている。

7．米国の映画業界における動画配信の容易化と限界

米国の映画業界ではCOVID-19 感染拡大の影響で動画配信の普及が促進する一方、映画館も
再び営業を開始するなど収束後を見据えた取り組みが進んでいる。
これまで、米国では映画は当初映画館で劇場公開された後、動画配信までは 60-90 日間を開

けることで映画館での独占上映が確保される仕組みであり、これは「シアトリカル・ウィンド
ウ（Theatrical window）」と呼ばれている。
しかし、COVID-19 の感染拡大により映画館が一時閉鎖されたことから、いくつもの映画が
映画館で上映されることなく動画配信サービスに提供された。これに端を発し、映画製作会社
と映画館側でのコンフリクトとなった。映画会社としては映画館が営業していない以上他の手
段で映画を公開するしかないが、収束後に映画館での上映ができなくなることは避けたい事態
である。一方、映画館側としては営業できない以上、営業が再開してから今まで通りシアトリ
カルウィンドウを確保したい思惑がある。
その中で、大手映画会社ユニバーサル・ピクチャーズ（Universal Pictures）は米国内最大

の映画館チェーン、AMCシアターズ（AMC Theatres）はシアトリカルウィンドウに関し、
17日後もしくは 3度目の週末の後に短縮される新しい契約を行うことでこのコンフリクトを解
決した。ただし、この対価として、ユニバーサル・ピクチャーズは動画配信による履歴の一部
をAMCシアターズと共有すると報じられたが契約の詳細は非公開となっている。ⅹこのよう
な動きは他の映画館にも波及することが考えられる。
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2020 年 9 月初旬から映画館は約 70%の映画を再開しているが、AMCシアターズは 2020 年
3 月に全従業員の解雇を決定、債権者との合意により回避されたものの日本の会社更生法にあ
たる連邦破産法 11 条の準備も行われるなど危機的状況にあった。一方、米国内最大のチェー
ンであり、その影響は大きい。
このような点から見ても、少なくとも米国の映画業界は完全な動画配信への移行より、映画
館の営業再開による共存を選んだと言える。これは、「自宅で視聴すること」だけでは十分で
はないことを明らかにした一つの例ではないだろうか。

8．おわりに：映画館と動画サービスの共存

これまで述べたように、映画産業はCOVID-19 の影響を強く受けている。これは一時的な休
館や収容率の映画館来客数の減少などのマイナスの影響が強い。それは、映画を取り巻く消費
者の行動は、単に映画を鑑賞するだけではなく、その前後の外食や他のレジャーの楽しみなど、
複合的となっている。その点を踏まえると、映画産業としては、映画鑑賞という一連のレジャー
を一連の観光行動としてどう捉えるかという視点が必要となる。COVID-19 を踏まえると、映
画鑑賞を構成するさまざまなサービスをそれぞれコンポーネントとして捉え、状況に応じてこ
れらを組み替えることが将来的には求められると言える。ここでは指標値は利便性が重視され
るのではなく、満足度が基準となるため、たとえば不便であっても満足度が高いサービスが選
択される可能性は十分にある。
現在でも、前述した映画の「応援上映」に近い楽しみ方は動画配信でも行われている。これ
は配信時間を設定し、消費者間で共有する画面上にメッセージを送るサービスなどの代替手段
もあり、映画館での場合と似たような体験は可能である。しかし、人々が実際に映画館に集ま
り、映画を見ながら声を上げるような楽しみ方をしたいという需要の存在を見逃すことはでき
ない。映画産業としては、状況に応じて柔軟に対処できることが求められる。
このような変化は、単にCOVID-19 による変化であるという説明では不足であり、政府の規
制、ならびに業界団体の自主規制によりその新しい姿が定まると言える。米国が先行した変化
に対応し、日本においてどのような新たな枠組みが構築されるかが今後の課題である。
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注
ⅰ 「ソーシャル・ディスタンス」はネガティブな意味合いが含まれていることから表現として妥当ではない
という指摘もあるため複数の表現を記載したが、現時点では日本国内ではこの表記が一般的である。

ⅱ 総理官邸「新型コロナウイルス感染症対策本部（第 14 回）」, 2020.
ⅲ 2020 年 3 月 25 日東京都知事記者会見
ⅳ 総理官邸「新型コロナウイルス感染症対策本部（第 27 回）」, 2020.
ⅴ 総理官邸「新型コロナウイルス感染症対策本部（第 33 回）」, 2020.
ⅵ 全国興行生活衛生同業組合連合会「映画館における新型コロナウイルス感染拡大予防ガイドライン」, 
2020.

ⅶ Marrian Zhou” 'Mulan' comes to Disney+ in September as well as some theaters” Nikkei Asia, August 
5 2020.

ⅷ Sarah Whitten” Movie theaters were relying on ‘Mulan’ to boost ticket sales, its move to Disney+ is a 
‘sucker punch to the gut’” CNBC, August 5 2020.

ⅸ ただし、全国興行生活衛生同業組合連合会によるガイドラインにおいては 9月 19 日移行、一定の条件下
で実施が可能となった。ただし、ライブビューイングについては「主催者は観客に対し、販売時の案内
及びイベント開始前に、声援が起こった際にはイベントを中止する旨を伝え、場内における会話、大声
による発声を控えるように促す。」など、厳しい制約としている。

ⅹ ワシントン・ポスト2020年 7月 30日付け報道。動画配信の利益の配分については非公開とされているが、
複数の報道で触れられている。
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